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骨材砕石業の発展とその諸問題

菊地利夫

1. はしがき←一川から山へ一一

最近の高度経済成長と国土開発にともない，土木事業と建設事業がさかん

であるが，思いもかけないところに重大な問題が発生してぎた。それは骨材

資源の枯渇である。建築工事のコンクリ ート用の材料となる砂利や，道路，

道床のパラスになる砂利や，土地造成や築堤に使われる砂利が不足してき

た。この原因は骨材の年間消費量の約80%をしめている川砂利が不足してき

たこと，とくに無尽蔵と考えていた川砂利が資源的にも枯渇してきたことで

ある。川砂利の年間消費量はどれだけであるか，将来採取できる川砂利はし、

くらあるか，川砂利の需給をこれとつきあわせてみれば，改めて骨材資源の

不足と枯渇に驚かざるをえなL、。このままで推移すれば，土木・ 建設事業と

国土開発などが骨材供給から行きづまるようになるだろう。

いまや骨材資源の開発は重要な問題となってきた。骨材は川砂利のほかに

さまざまなものがある。天然砂利は骨材の大宗であるが，川砂利， 海砂利，

陸砂利，山砂利などに分けられる。また天然軽石も使われる。工場生産によ

る骨材は人工骨材（パーライト，イソライトなど〉や高炉ノイラスなども為る
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が，価格の点から多く難点がある。工場生産の骨材の大宗は砕石である。砕

石とは山地の原石山において機械破砕による岩石の砕片である。骨材使用に

おいて，川砂利にかけていたウェイトを砕石に転換していくことが，骨材資

源の開発における主方向となりつつある。将来の川砂利の代替物は砕石であ

ろう。

したがって，数年後の骨材産地は，現在の）｜｜から山へ移るだろう。はやく

も砂利業者は山に移りはじめている。そう なれば，川砂利採取によ ってさま

ざまの問題をまきおこしたが，山地の砕石は川砂利採取問題より多く問題を

発生させるだろう。砕石とはそこにある山を機械破砕して運びさることであ

る。そのため，山地があってノ、ランスがとれていた地域の自然条件を大変化

することになる。原石山の消滅は治山，治水などをはじめ，さまさまの保全

問題と衝突するだろう。砂利トラによる交通公害は，方向を変えて山地から

都市への輸送路に続出するだろう。しかも砕石業は山地に受け入れ体制がで

きないうちに急速に発展してし、る。すみやかに対策を講じなければ，砕石業

による難問題が続出するであろう。

2. 骨材需給における砕石の地位

骨材の需要部門は，鉄道，電力，鉱業，公共土木（港湾，河川，海岸，道路，

橋梁，上下水道，村落災害復旧〕，建築やセメン 卜製品などである。骨材の需給量

は正確につかむことはむずかしし、。とくに骨材の大部分をしめる天然砂利の

需給量はつかみがたい。したがって需給量は推定である。 川砂利の採取許可

量を加えて，セメン卜の消費量や土木建築その他の工事量から割り出して，

骨材使用量を勘案して総合的に推計して算出しなければならなL、。したがっ

て，ここにのべる需要量は供給量ということになる。通商産業省の推計によ

れば，最近の需給量は第 1表の通りである。昭和40年度の需給量は 3億5,400 

万トン，数年間の平均からみて，年率約10%増加してし、る。最近ますます骨

材の需要はいちじるしく増加をたどっている。己のうち川砂利の需給量は約

74%, 2億 6,200万トンをしめている。しかし昭和40年度の川砂利採取許可

量は約 1億トンである。「モグ リ」の砂利業者が多いこと，業者の習慣として

許可量の 2～3倍を採取することなどが原因である。天然砂利の需給は，骨

材需給量の約80%をしめているが，その需要部門は土木，建築のコンクリ ー
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第 1表骨材の需給
（単位 100万 トン）

昭和39年 昭和40年

量｜対前年比 量 ｜対前年比
構成比

数 数

再宵予百. コンクリート用骨材 269 115 280 104 79.1% 

その 他用骨材 69 109 74 107 20.9 

要 計 338 114 354 105 100.0 

砂 利 258 262 106 74.0 

砂 利 8 114 8 100 2.3 

E歩、 利 14 156 15 107 4.2 

砂 利 0.2 

計 280 112 285 102 80 5 

砕 石 54 125 64 119 18. l 

人 工 骨 材 0.3 
給
天 然 軽 石 0.3 

高炉ハラス 3 ' 4 l. 1 

計 69.3 19.5 
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出所通商産業省推計。

ト用が65%，道路用が25%，鉄道道床用が 2%，その他用が8%である。こ

のうち道路用の l/2はコンクリート用であるから，天然砂利の約80%はコン

クリー卜用となっているわけである。しかし天然砂利の供給の伸び率は鈍化

してし、ることが注目に値する。その他用の骨材は，人工骨材と天然軽石と高

炉パラスなどもあるが，これらの需給は小さし、。人工骨材は近年高層建築物

に使われているから将来性が大きい。 しかし人工骨材の価絡は砂利価格の約

2倍であるから，その需給の伸びは小さい。天然軽石はもろさと吸水性のた

めに用途は限られている。高炉ノ、ラ スは価格は安く，土地造成や道路用パラ

スに使用されている。

これらに対して，砕石は昭和40年度に 6,400万トン，骨材需給量の約 18%

ではあるが，平均の伸び率は20%をこえる。砕石の需要部門は道路用が多

く，全体の約62%をしめ，ついでコンクリ ート用が約18%，鉄道道床用が約

13%，その他用が約 7%である。骨材の需要者を官公需と民需とか らみれ
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ば，天然砂利については70対30，砕石については80対20となり，圧倒的に官

公需が大きい。とくに砕石需要については宮公需要が大きし、。一般に砂利，

砕石の業界にはその需要が季節的変動が大きいのでさまざまの問題がおこっ

ている。とくに大需要者である官公需が年度の下半期に工事を発注すること

が多く，そのために上半期には業界の稼動率が低下し，資金ぐりが苦しくな

っているし，従業員も冬の作業を強いられることになっているc

3. 砂利採取業と砕石業の実態

( 1 ) 業者数と経営規模

大量な骨材はL、かなる業者から供給されているか。 川砂利採取業者は全国

の各河川にみられ，その数は約7,000が登録されている。このうち， 公共企

業体は約200をふくむから，民間企業は約6,800となる。これを経営規模別に

みれば，大企業は0.3%，中小企業は49.7%，零細企業は50%となる。これら

の業者の生産割合は，大企業が 5%，中小企業や零細企業は95%である。砂

利採取業者はとくに零細企業が大きな割をしめしていることが特色といえよ

う。しかも砂利採取業者はこれだけではなく，実数はさらに多いと思われ

る。砂利採取業者のうちには，通商産業局長に届出義務がない階層があり，

したがって無登録の業者がある。この階層の業者数は不明である。登録すべ

き業者とは，機械掘り業者の全部と作業員 6名以上の手掘り業者であり，登

録義務のない業者とは作業員5人以下の手掘り業者である。

砕石業者は約1,700，このうち公共企業体は65，民間企業は 1,635である。

砕石業者はいまだ砂利採取業者よりはるかにすくないが，最近は急激に増加

している。民間企業の経営規模別にみれば， 大企業が 12%, 中小企業が 19

%，零細企業が69%である。これは砕石生産能力からみたものであるが，大

企業とは月産 1万トン以上の工場であり，中小企業とは月産約 1万トンの工

場，零細企業とは月産 5,000トン以下の工場である。 川砂利採取業者や砕石

業者の零細企業とは，従業員20名以下，資本金 100万円以下の経営規模をい

うべきであろう。砕石業者は天然砂利採取業者にくらべると零細企業ははる

かにすくない。これは砕石業者はすくなくとも約 1億円の機械施設が必要で

あることによる。砕石業の生産能力は 100% も発揮できる工場はなく，ほと

んど稼動率は約60%どまりである。
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ここで参考のために，砂利採取と砕石生産に対する法制上の規制にふれて

おく。

( l ) 天然砂利

天然砂利採取はすべて「砂利採取法」の規制をうける。関連法規として，

採取場所によって，河川法，海岸法，固有財産法，農地法，森林法，漁業法や

都道府県条令などの規制をうける。採取段階においては，川砂利は河川法，

海砂利は海岸法にもとづき，それぞれの管理者の許可をうけなければ採取で

きない。陸砂利と山砂利は，その場所が公有地ならばその管理者から採掘の

許可をうけなければならないが，私有地ならばそのかぎりではない。また採

取地が自己所有地でないならば，土地所有者の承諾をうけなければならな

い。また農地の場合は農地転用の許可をうけなければならなL、。

( 2）砕石

砕石は原石を採取する段階においてのみ，採石法か鉱業法の規制をうけ

る。破砕機で石をくだき，砕石を生産する段階では法令の規制はない。採石

法では，採石権の内容，採石権の設定，届出の義務（事前届出制）， 通商産業

局長の公益保護命令の発動と土地の使用などを規定している。また鉱業法で

は，採石に関するものとして鉱業権の設定，施業案の認可，鉱害の賠償義務

などを規定している。

(3) 企業の形態と経営

砂利採取業者や砕石業者は専業より兼業が多い。砂利採取業者の63%，砕

石業者の67%が兼業である。兼業の種類は，個人では建材業が多く，法人や

組合では建材業，建設業が多く，とくに法人の大企業は鉄道事業や鉱山業な

どを兼業している。兼業は昭和42年に群馬県の砕石業の発展が治山，治水の

保全にL、かなる関連問題を発生させるかを調査するためにいくつかの砕石工

場を視察したが，代表的な砕石業の経営を紹介したい。昭和41年度の群馬県

骨材消費量は，セメント使用量からみて，おおよそ285万m3である。このう

ち川砂利は圧倒的に多くて96%をしめ，砕石は 4%であった。利根川の上・

中流を域内に持つ群馬県は，現段階では骨材資源は全面的に川砂利に依存し

ているといってもよい。群馬県は川砂利を自給自足しながら，京浜・京葉地

帯への供給県となっている。移出地は館林，太田，新町などである。群馬県

の砕石業はおもな工場が29，このう ちべントナイ ト採石業がム花尚岩採石
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業が8をのぞき，砕石業（原石山を安山岩とするもの〉が16である。群馬県の砕

石業ははじまったばかりであるが，新設がようやく多くなり，砕石業が本格

化する直前にある。その原因は群馬県には山地が広く，砕石の原石山の安山

岩が大量にあること，すでに群馬県でも川砂利の用途規制が実施されている

こと，大量需要地の京浜・京葉地帯に供給する天然砂利生産地の砂利資源の

枯渇がはげしく，急速に砕石依存度が高まる傾向が強いことなどによる。こ

こに砕石業の専業者，兼業者，組合などの経営を事例的に見ょう。

【専業】一一浅川商事株式会社一一

浅川商事砕石工場は利根川の 1支流西牧川に注く守小坂）｜｜の上流にある標高

800 m の山地の東斜面を原石山としている。県道下仁田一松井田線を約 8km 

も山地に入った地点に工場がある。浅川商事は木材業から最近に砕石業に転

業したものである。昭和41年 9月，民有地の原石山の一部を買収し，県に保

安林の解除申請をし，同年12月に県は作業許可を出している。許可条件は資

金計画と石質試験であった。資本金 l億 2,400万円，事業費 3,000万円，生産

は道路用パラス石垣つみ石，建築材である。

原石山の面積約7町歩，現在約 1町歩を買収ずみ，買収費は反当り約30万

円。この原石山は 1年間に2反歩を採石するものとして，約20～30年の生産

をつづ、けることができる。原石山の斜面は平均50度傾斜し，安山岩の露頭が

あり，表土は薄く 0.3m平均で条件がよい。岩石破砕機の能力は 1時間200ト

ン， 1日6時間の稼動として日産 1,200トン，月 28日の稼動として月産8万

トンを予定している。砕石業として大企業の中にはいる。生産コストはm3当

り800円，これは付近の川砂利のl,000円，山砂利の1,200円より安い。出荷 1

日当り 10トン車で 120台，輸送業務は下仁田町のトラック業者に委託する。

出荷先は群馬県内の東鉄工業，井上工業，佐田建設となってL、る。従業員は

作業員10名，事務員が 3名である。資本償却は 3ヵ年と見込んでいる。採石

跡地には植林することになっている。また表土の土留め場をつくり，採石場

から県道までに排水側溝をつけるなどの災害予防の施設をする。採石現場か

ら300m以内に民家が 1戸しかないことも有利な条件である。

この工場の問題点は砕石運搬のトラックによる交通障害である。国道 259

号線にでるまで，工場から約 8kmの県道下仁田一松井田線に交道障害が発生
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する。この県道は10トントラ ックならば通過困難の道幅であり，6トントラ

ックは 2台のすれちがし、はできない。浅川商事は 300mごとに避難所を設け，

道路の拡幅する，このことは群馬県会で議員の支持をうけることができると

考えている。このような私的企業の砕石工場の立地が，簡単に保安林を保安

林解除審議会によって解除されること，県費をもって砕石運搬路の拡幅が行

なわれるだろうことにはその背景に考えなければならないことがある。

【兼業】一一一東鉄工業岩本砕石工場一一

沼田市岩本町の片品川にそう国道17号線の近くに岩本工場がある。この場

所は戦前から砕石されていたが，昭和23年東鉄工業が買収して創立した。東

鉄工業は神奈川県酒勾川に川砂利採取事業所2ヵ所を経営していたが，資源

枯渇から，群馬県岩本地区に砕石工場を新設したものである。東鉄工業の骨

材生産部門の資本金は 6億円であり，岩本工場の砕石の資本装備は昭和23年

に約 3,000万円，法定償却は8ヵ年，経済償却は 5ヵ年で完了している。原

石山は面積2町3反歩の安山岩で旧会社の権利を買い，その後に拡大してき

た。原石山は今後も 10数年間の採石をつづけることができる。原石山の表土

は厚さ 7～8m以下で砕石採算コストの限界に近し、。表土が 8m以上になる

と，表土めくりに費用が多くなり，砕石コストに響く。原石山の近く：こ表土

の土捨場を賃貸借をし，反当収穫を見積って借上金を支払っている。

岩本工場の従業員 25名，平均賃金 1日 1,500円。事務員 5名，現場作業員

20名，これを原石班， 生産班，出荷班にわけて一貫作業をしてし、る。岩石破

砕機の月産能力 1万トン，稼動率 60%，月産約 6,000トンであるこの工場は

月産 6,000トン以下になると採算がとれない。砕石 lトンの生産コスト（二約

700円， 1 m3当りはし050円となる。 岩本工場は公害が（まとんどな く，民家

が遠く，ノ、ッパや騒音や表土流出の苦情はなし、。国道に面しているので輸送

の便がよく，一般に交通障害を与えることもない。資本が大きい砕石工場は

保安施設や公害防止施設がよくできてし、る。

【組合】一一伊勢崎協同組合砕石工場一一

この砕石工場は赤城火山の西麓を流れくだる荒砥川の水源地帯にある原石

山を砕石場としている。伊勢崎協同組合とは伊勢崎市の建設業者の協同出資
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である。従業員26名，資本金 1億円，原石山の面積 1町7反畝歩，これにふ

るくから採石していた場所の権利を買収したものである。資本装備として岩

石破砕機は，能力が時間当80トン，日産640トン，生産量は直ちに伊勢崎市

に運搬される。土捨場もあるが，捨土と細石は付近町村に無償で与えて運び

去っているので堆積はすくない。

問題はこの原石山に伊勢崎協同組合と並んでほかに 3つの零細企業の採石

事業所があって，荒砥川を荒していることである。この 3事業所は無登録で

あり，県の作業許可で採石がっつ’けられている。これらの事業所の採石現場

すなわち 「おどり場」は荒砥川の岸壁をなす原石山の絶壁にハッパをかけて

原石を落下させ，絶壁をくずすことによって「おどり場」をひろげようとし

ている。そこで加工した建築材だけを荒砥川をこえて対岸に運びだす。した

がって捨土や細石は荒砥川の川敷に堆積し，川幅はせばまり，流路を蛇行さ

せ流心は対岸近くに移動して河岸を侵食している。荒砥川といえば，昭和27

年のカスリン台風に巨大な土石流の惨害をおこし，沿岸の赤城村と大古月町を

土石流で埋没させた荒れ川てーある。赤城火山は自然崩壊が発生しやすく，海

抜 500m以上は土石流防止保安林となっている。

県当局はこれらの零細企業に対して，毎年作業現場をみて作業条件をつ

け，作業許可を与えている。しかしこの作業条件の実施は必ずしも行なわれ

ていない。県では原則として河岸近くで採石させないことにしている。しか

し古くから採石している場所の権利を買収して，新しい企業が継続する場合

は，そのような場所でも許可している。これらの事業所はこの事例である。

県ではこれらの事業所に対して，申請通りに保安林を解除するか，このまま

作業許可で継続させるか，二者択一に迫られている。県出先機関は県当局が保

安林解除か作業停止か，いずれかに早急に決定することを待ち望んでいる。

県出先機関は各方面から圧迫と既成事実の進行に対して，作業許可をもって

ようやく対抗している。県当局はJI／から山への砕石事業の展開が必然的であ

ることを知り，砕石業の発展と治山，治水の保全の両立しがたい現状におい

て，し、かなる方針を打ち出すのが妥当であるかを決定しかねている。保全か

らみれば，現行の森林法や河川法や採石法では規制する法的根拠はとぼし

い。保安林解除審議会には業者の働きかけもあって解除されやすい。しかし

保安林ならば規制しやすいが，民有林地の場合は規制がむずかしくなる。保
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安林を解除すれば県の責任は形式的に解決される。しかし県域全体の治山，

治水の責任者としての実質的な責任から県が免かれることはできない。県は

治山，治水の管理者として，保安林であろうが民有林であろうが，その責任

を遂行しなければならない。その場合の法的根拠がないことが県当局の悩み

となっている。現行法規を改正，新設して，治山，治水の方面から厳重に規

制することができるようにすることが緊急事である。他方には砂利枯渇から

骨材生産地を山地に展開できるように誘導することも必要である。通商産業

省と建設省が砕石事業の発展を中心に考えて山地保全に手ぬかりがあった

り，林野庁が山地保全を中心として砕石事業の発展に不熱心であってはいけ

ない。究極的にはこの国の関係各省の段階が現状と将来に対して怠慢であ

り，実態に即していないことが原因である。なにはともあれ，荒砥川水源地

帯の砕石，採石事業のハッパ一発ごとに昭和27年の巨大土石流の大惨事の再

来を接近させている。沿岸町村も県当局も国の各省もあの土石流の恐しさを

すでに忘れてしまったのではあるまい。

4. 砂利と砕石の流通状況

( l ) 砂利と砕石の消費地までの販売経路

天然砂利と砕石のおもな消費地は，大きくわけると，京浜葉，中京，阪神

と北九州などである。

これらの消費地における用途

別をみると，天然砂利はコンク

リー卜用が65%をしめ，道路用

25%，道床用 2%，その他用が

8%である。砕石は道路用が62

%，コンクリ ー卜用が18%，道

床用が13%，その他用が 7%で

ある。天然砂利はコンクリート

用，砕石は道路用が多いことが

現状である。しかし天然砂利の

枯渇がはげしく なるにともなっ

第2表天然砂利の消費状況

地 方｜消費割合｜主要消費県｜対全国比

北海道 5.3% 新 潟 3.2% 

東関東中海東北部2甲6信5県県越県

7.8 埼 玉 2.9 

33.9 東 京 9.8 

11.4 神奈 川 5.2 

近畿 7県 18. l 静 岡 3.1 

中国 5県 6.8 愛 知 4.9 

四国 4県 4.6 大 阪 6.7 

九 州 12.l 兵 庫 4.7 

福 岡 4.1 

計 100.l 計？県 44.6 

H：所 ：通商産業省統計。

て，将来は砕石の用途がますます拡大されるだろう。天然砂利と砕石（・°！，生
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産者から直接に最終消費者に出荷されることが多L、。その割合は天然砂利の

約60%，砕石の約80% となっている。販売業者向けの出荷割合は，天然砂利

は31%, 砕石が 15% である。砕石は生産者と最終消費者との直接取引が多

し、。

( 2) 輸送機関と需給圏

全国的にみれば，天然砂利と砕石の輸送機関はトラックがもっとも多い。

いわゆる 「砂利トラ」問題が発生するわけで為る。天然砂利も砕石も約87%

がトラック輸送である。貨車ずみは両者とも 3%をこえる。船舶輸送は天然

砂利は約10%，砕石は 3%である。いわゆる船の甲板まで水没した「乾絃ゼ

ロ」の砂利輸送船問題の発生源である。これは瞬間的に沈没する事件となり

やすい。

しかし地域別にみれば，輸送機関の利用にさまざまの特色がある。砂利輸

送では，徳島，和歌山，広島，高知の諸県では，船舶輸送がはるかにトラッ

ク輸送を上廻っている。静岡県はトラック輸送量が船舶輸送量よりわずかに

多い。山梨，栃木の2県は貨車輸送がもっとも多L、。これに対して砕石は関

東地方や北海道が貨車輸送がわりに多く，四園地方は船舶輸送が多L、c

「砂利トラ」は過剰積載と無暴運転で名高いが，この原因はトラ ック輸送に

おける「代車」である。中小企業以上の砂利，砕石業者は，輸送業者に運搬

を下請けさせたり，輸送業者に売渡したりする。この輸送業者を代車とい

う。代車によって輸送される砂利，砕石はかなりの量になる。建設業者は砂

利，砕石業者の資金ぐりに苦しんでいるのにつけこんで買いたたきをする。

この買いたたきは最終的に代車業者の運賃にはねかえる。輸送業者は安い運

賃をカノ、ーするために過剰積載や無暴運転をトラックに強制しているc

砂利と砕石の輸送圏は輸送機関によってちがっている。 トラ ック輸送で

は，近距離の約20kmが過半をしめ，つぎ？に50km前後が20～30%であるが，

100 km以上の輸還も 5%ほどある。しかしトラック輸送でも 150～200km を

運ぶこともある。船舶輸送は20km前後と 100km前後の遠距離輸送が多く，

200 km以上の輸送もすくなくない。貨車輸送は50～150kmの中距離輸送がも

っとも多い。砂利や砕石の輸送距離は現状では200kmが最大であろう。この

ように輸送距離が短かし、ので，砂利，砕石の需給圏（輸送圏〉は小さ く，それ

ぞれ局地的な地域範囲をつくりあげている。
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北海道 道内一円が独立した需給圏をつくっている。むしろいくつかの

半独立的需給圏があるといった方がよし、。面積が広大ではあるが，川砂利の

採取適地が各河川ともに局限されているので， トラック輸送距離がながく，

100 kmにおよぶのが普通である。

東北地方 各県がそれぞれ自給自足をすることができる。したがってト

ラッケ輸送距離は70～100kmが最大である。

関東甲信越一一関東7県に山梨県と静岡県の大井川以東が 1つの需給圏と

なっている。新潟県と長野県はそれぞれ独立した需給圏である。 トラック輸

送は 100km以内でまbるが，大消費地の京浜葉に対しては80kmのトラック輸

送がもっとも多L、。

東海，北陸一一岐阜，愛知，三重の 3県と静岡県の天竜川以西が需給聞を

つくっている。富山県，石川県は近年まではそれぞれ独立した需給圏であっ

たが，富山県が石川県に供給するようになって 1つの需給圏になりつつあ

る。 トラック輸送距離は70～150kmである。

近畿一一福井と滋賀は前者が後者に供給している。また福井県は最近富山

県にも輸送しはじめた。近畿地方には阪神とし、う大消費地があり，近畿圏内

からの供給と合わせて，四園地方の徳島，高知の2県からの船舶輸送も多く

なった。

四国一一香川，愛媛2県はそれぞれ独すの需給簡でトラック輸送は 70km 

どまりである。南四国の2県は近畿圏への供給県である。

中国 山口，鳥取，島根の 3県はそれぞれ独立の需給圏である。岡山，

広島 2県はそれぞれ独立の需給圏をつくることはできず，船舶輸送によって

九州の宮崎県と四国の高知県から供給されている。

九州一一福岡，熊本，佐賀は 3県で北九州需給圏をつくってL、る。宮崎，

大分，鹿児島の 3県はそれぞれ独立した需給圏である。 トラック輸送距離は

70～100 kmである。また長崎，佐賀，熊本の 3県は海上輸送を利用して中九

州圏をつくっている。

以上は天然砂利を中心とした需給圏で、はあるが，砕石需給圏もその中にふ

くまれる。一般に砕石需給圏はいまだに天然砂利のような広域需給圏をつく

ってはいない。むしろ各県が自県内にとどまる需給圏をつくっている。ただ

大消費地に対しては数県にわたる砕石需給圏ができあがっている。関東地方
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では，京浜葉が大消費地でおり，これに対する砕石産地は栃木，茨城，埼玉

の各県が供給県となっている。東海地方では，中京地区が大需要地であり，

これに対して，三重，岐阜の2県が供給県となっている。近畿地方の阪神に

対しては隣接各県が砕石供給圏となっている。砕石需給圏が天然砂利需給圏

のように広域にひろがるのは将来のことである。しかもそれは近い将来であ

ることは，さまざまの条件が熟してきたことからも察することができる。

(3) 天然砂利の価格上昇と砕石の企業化

天然砂利の価格は急速に上昇している。例えば，東京の工事現場における

持込価格を年度別にみれば，最近10年聞に 2倍近くになっている。とくに高

原景気といわれた昭和36～37年の値上りが大きい。天然砂利の価格は卜ン当

り昭和31年に600円で為ったが，昭和41年にはい70円となった。つぎの好況

にはまた飛躍的に上昇するだろう。

第3表天然砂利の価格 天然砂利の価格の上昇は，資源枯渇も原因で

昭和31年

32年

33年

34年

35年

36年

37年

38年

39年

40年

41年

｜円／トン｜ 円川

600 1,000 

800 1,335 

800 1,335 

810 1,350 

920 1,535 

900 1,500 

1, 140 1,900 

1.110 1,850 

1, 140 1,900 

1, 170 1,950 

1, 170 1,950 

あるが，生産地が需要地からしだいに遠隔とな

り，輸送距離がのびてきたことも主要である。

単位当りの輸送費は船舶はもっとも小さし、。静

岡県の清水港，大井港，吉田港，因子ノ浦港な

どから東京港まで， 600トン級で運ぶとすれば，

H 当り船舶は 970円であるが，この聞の200km 

を陸上輸送すれば， トラックでは m3当り3,000

円，貨車では 1,367円となる。 またどの輸送機

関でも輸送距離が2倍になっても m3 当りの

輸送費は2倍以下である。また貨車輸送はトラ

γク輸送にくらべると，その輸送費はほぼ 1/2
出所工事現場持込価格25mmのも
の，経済調査会物価版。 である。しかし貨車輸送の所要時聞がながく，

予定できないことは致命的欠陥である。

骨材の価格は，人工骨材をのぞけば，砂利も砕石も天然軽石も価格の約60

%が輸送費である。生産地が遠隔化するにしたがって骨材価格はますます上

昇するであろう。さらに重要なことは，天然砂利の価格は上昇して，砕石の

価格とほぼ同じになったことである。工場生産の砕石業が採取による天然砂

利と同価格になったことは，砕石業を企業として成立させ，さまざまの条件



第4表輸送費

（単位 m＇当り円）

距離 ｜トラ γク｜貨車

50km l,000 545 

80 1,450 772 

100 1,650 922 

150 2,500 1, 145 

200 3,000 1,367 

出所．通商産業省統計。

生 産 費

輸送費（B)

計 (A) 

(B)/(A) 
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第5表骨材のコスト

（単位 m＇当り円）

7づ 827 2,876 

1,15 l, 150 l.08 l, 183 

｜砂利 ｜砕石 ｜天然軽石｜人工骨材

1,90 1,977 1,77 4,059 

60.叫 58.2%1 61判 29.1%
注l 通商産業省統計。
2. 輸送距離は70km，天然軽石は大島もので輸送距離150km,

3. 粒径は砂利25mmもの，砕石は口～30mmものとする。
4. 人工骨材は5社平均。

5. 月産能力は砂利5,000トン，砕石 1万トン，人工骨材は1万ト

ンの工場とする。

から将来は砕石業t土砂利採取業より有利に発展をすることになろう。

5, 天然砂利と砕石の需給の将来性

( l ) 砕石による天然砂利の代替

天然砂利の採取を将来に増産することはむずかしし、。骨材不足は火を見る

よりあきらかである。そのためには天然砂利に代る骨材として砕石の増産が

急速に発展するだろう。しかしこの傾向は全国一様にはあらわれないだろ

う。骨材の大消費地である京浜葉，中京，阪神，北九州を中心として，輸送

距離100 km圏内の山地に砕石業が急速に発達するにちがいない。その他の地

方では，いぜんとして，天然砂利の供給にあまり不足を感じないであろう。

骨材供給は天然砂利から砕石に必然的に移るというためには，天然砂利と砕

石の生産将来を明らかにする必要がある。この問題について，通商産業省の

骨材小委員会が「今後の骨材政策の進め方」とか，建設省河川局の「河川砂

利採取の現況と今後の見通し」いわゆる「砂利白書」などにおいて考えられ

ている。これらの資料にもとづいて天然砂利と砕石の将来についてみたL、。

通商産業省の骨材需給の将来見通しは，需要面では，昭和41年に 3億7,400

万トン，昭和45年に 4億 7,700万トンとなる。その伸び率は 6～7%年であ

る。このうち，コンクリート用骨材は78%，その他用骨材は22%である。こ

の推定量は建築工事量と土木工事量の見通しにもとづくもので，単なる見通

しではなく，砕石，砂利資源の新規開発と人工骨材の開発を行なう政策的要



14 

因を考慮、したものである。供給の見通しは天然砂利，砕石，人工骨材につい

てそれぞれ新しい発展を考慮している。 川砂利は既採取地 176水系が現河川

管理方式を前提として推定掘さく可能量を 6億 1,200万トンとおさえ， 41～ 

45年度までに対前年度 30%減， 20%減， 20%減， 10%減， 10% 減と推移さ

せ，他方には砂利の用途規制，上流部，ダムの未利用資源の開発，河川改修

計画などにより，毎年2億トンの供給を確保しようとしている。そのほかは

海砂利，山砂利の増産を見込んでいる。これに対して，砕石は天然砂利の代

替骨材として コンクリ ー卜用にも用途を拡大し，昭和41～43年度は年率30%

にのばし， 44～45年度は年率20%を伸ばす大増産を考えている。このような

需給見通しは第6表である。

第6表（ 1 ) 骨材需給見通し
（単位百万トン）

！骨材名｜昭和 I41布 I42市 I43布 I44市 145 対前
I 40年 ｜ 年比 ｜ 年比 l 年比 ｜ 年比 ｜ 年比

需｜員ンクリート｜ 2801別 （l叫309(l叫328(l州 制 （l叫367(106) 
！その他 用 ｜ 741 80 (l 08〕I86 (107)1 94 c109)I 101 (107)1 110 (109 ） 

要 計 ｜ 訓 ｜引 （106

｜川砂利 I 262[ 246 (92)[ 228 (93)[ 21 o (92)[ 207 (99)[ 204 (99 ） 

海砂利 I 81 8 I 9 I 9 I lo I l 0 

供 ｜陵砂利I 151 28 (lベ36叫 50叶 43（ベ 26 (60) 

山砂利 I 0.2 0.4 I l I l I 2 i 4 
計 i 28s[ 282 I 274 I 270 I 262 I 244 

仏砕 石 I 641 86 c1叫 113(131)1 142 (126)1 172 (121)1 210 (122) 
栢人工骨材 ！ o.3 o 6 : l ! 2 I s I lo 
天然軽石 l 11 l I 2 I 2 I 2 I 2 
高炉パラス ｜ 41 4 ! s I 6 I 8 I 11 

－－！·－－－－；ζ－忌寸－－－；；~戸五司五？可~可五両G7 c1附
111所 通商産業省統計。

この通商産業省の骨材需給の見通しの特色は，骨材需要量が増加していく

過程に，川砂利の使用を減少させ，その代替として砕石を増産し，その用途

を拡大する ことである。骨材総消費量のうちで，昭和41年の川砂利が 65.8%

をしめていたものが， 45年には 42.8%に減少させること，砕石は昭和41年に

23.0%であるが，昭和 45年に44.0%に増加させることである。このことにつ



いては問題がある。

( 2 ) 天然砂利の供給の将来

性

通商産業省の天然砂利の供給

の見通しはか なり非観的であ

るc 通商産業省の天然砂利の統

計は，昭和39年度末に建設省が

行なった 「推定掘さく可能量」

によってし、る。これは建設省が

40年度以降に約 6億 l,275万ト

ンが可能量であると算出してい

る。もし昭和40年度の川砂利採

取量が 2億 6,000トンで年率 6

%の伸びであるから， 40年度以

降 3年前後で川砂利は全国河川

において採取できなくなる

わけである。

建設省の算出法は，昭和

39年度に年間採取量 1万m3

以上の川で，しかも40年度

以降に5万m3以上の掘さく

可能量がある川の 176水系

を対象とした。 砂利の賦存

量の計算は河川縦横断面測

量により，へ卜ロや大きな

転石もふくめているから，

経済的採取可能量はさらに

菊地骨材砕石業の発展とその諸問題 15 
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第 7表 川砂利需要量と推定採取可能量

• ' i ’h ”一一・
（単位千トン）

全 国

北 海 道

東北地方

関東地方

北陸地方 ！

中部地方 ｜

近畿地方 ！

中国地方

四国地方

九州地方

279,800 

15,600 

17,900 

91,800 

12,800 

35,300 

35,400 

18,300 

8,900 

23.900 I 

100.0 

5.4 

6.4 

32.8 

4.6 

12.8 

19.8 

6.5 

3.2 

8.5 

612.750 

62,860 

83.490 

129,340 

124.940 

84,950 

56,890 

17.780 

38,520 

24,480 

l 00.0 

10.2 

12.0 

21. l 

20.4 

13.0 

9.3 

2.9 

6.3 

4.0 

州所建設甫統針。

減少するわけで、ある。 しかしと くに重要なことはこの算出量には上流からの

補給土砂量を計算にふくまれていないことは推定掘さ く可能量を大幅にすく

なく算出していることである。 したがって，実際の推定掘さ く可能量は，建

設省の推定掘さく可能量よりかなり増加するだろう。



しかし関東，中部，近畿の

各地方ではJI砂利の枯渇はL、

ちじるしくなることはいうま

でもない。そのために，全国

的に河川管理や業者の自主的

規制が行なわれなければなら

ない。また山砂利，海砂利や

陸砂利の増産を考えるべきで

ある。さらに未利用資源の奥

地河川やダム堆積の砂利や砂

防ダム内の砂利の採取も考慮

する必要があろう 。その前提

として，輸送費増加の対策が

必要でおり，陸砂利，山砂利

の採取による公害（過度の深

掘や埋戻しの実行）対策なども

必要であろう。

( 3) 砕石業の発達の将来

J性

天然砂利の枯渇は骨材産地

をJllから山へ移動させつつあ

る。川砂利業者は山地に砕石

工場を建設しつつある。昭和

39年の砕石業者は 1,700に達

矢作11156% I しているが，その稼動率は生

産能力の約60%が多い。これは需要の増加にともない，工場稼動率も上昇す

るだろう。現在の砕石工場の経営規模や生産能力が将来にも同じであると考

えれば，砕石需要量が昭和45年に約2億1,000万トン，総骨材消費量の約44%

に達するには，新たに砕石工場を約4,000も増加させる必要がある。昭和 45

年に約5,600の砕石工場が稼動することになろう。 これらの工場の多くは，

京浜葉，中京，阪神から約70km圏内の山地に立地す0ことになろう。

16 

第 1図関東，中部，近畿の河川

【A】関東

【B】 中部

三
川
。
日

近
畿
池
方
河
川



砕石工場の原料源として原

石山の問題がある。安山岩の

山地は奥地に行けば，無尽蔵

にあるが，原石山採算圏内に

限るとすくなくなる。砕石業

を安定するには設備投資は約

l億円が最低であり，原石山

はすくなくとも20年閣の砕石

ができなければならなL、。現

在稼行している原石山は，業

者の 1/3が自己の持山であ

り，残りの 2/3は賃貸借契約

菊地：骨材砕石業の発展とその諸問題 17 

【C】 近畿

富田11146

によるものや採石権設定のもの，固有地の払いさげによるもの，鉱業権によ

るものである。その砕石生産期聞は約10年が多く，もう 5年で終るものもす

くなくない。すでにふるい砕石工場は次期に稼動する原石山の入手が問題に

なっている。近年原石山の所有者は売却しなくなり，賃貸借契約を更新する

場合に貸借料の値上や短期間の契約にしか応じない。その原因は地価の高騰

や公害問題（ハッパ，騒音，粉墜，汚濁水，交通障害）などが発生することを恐

れるからである。これに対して通商産業省は現行採石法による採石権の強制

設定制度の運用を考慮、しようとしている。またその半面には，林野庁や農林

省は現行の森林法，河川法，採石法などでは，山地が砕石産地となる時代に

適切なものに改正する動きを示すだろう。砕石増産の必要もさることなが

ら，砕石業者の山地の保全や治山，治水を無視した行動をとりしまる必要が

ある。昭和45年に砕石工場が約5,600できるとすれば，これらの砕石工場は

安山岩の山を約20年の生産中に，約5,600の山地をそこから消滅させるわけ

である。しかも流域一帯におよぶ大災害の原因を毎日毎日つみかさねている

のである。

将来，砕石需要量を骨材需要の44%にまでに高めるためには，砕石と天然

砂利の用途規制と高能力の破砕機の開発がされなければならない。原則とし

て，天然砂利はコンクリート用のみに利用し，鉄道道床や道路用や築堤用に

は砕石と高炉パラスを利用することである。さらに砕石がコンクリート用に
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使用できない難点を解決しなければならない。それは砕石の粒形と粒度が問

題である。この問題を解決して砕石をコンクリ ート用に品質を向上させるた

めには高性能の破砕機の開発である。この技術的問題はまもなく解決される

だろう。また骨材使用は民需より官公需が多いことは前述の通りである。官

公需が砕石使用を率先して行なえば，砕石の発展の道も大きく聞かれるだろ

フ。

6, 砕石業の発達による公害問題

骨材需要が大きくなる過程に骨材資源が不足してきたことが，公害の件数

が多くなり，公害の種類も多様になり，また公害が発生する地域も拡大して

いる。川砂利については，河川内における砂利の乱掘や深据，洗じよう汚濁

水，堤防の損傷，農業用水の取入れの困難，漁業におよぼす被害，橋脚のき

その損壊，ダンプカーによる交通上の危害などがある。近年さらに公害が拡

大した。川砂利不足から陸砂利や山砂利や海砂利の採取がはじまったからで

ある。そのため農地，宅地，海岸にも公害が発生している。このような天然

砂利の採取による公害が全国的に発生しているが，そのなかでも関東，東

海，近畿などの天然砂利の需要の多い地域は公害がはげしL、c

これに対して砕石業による公害もすでに各地に発生している。砕石業によ

る公害は，砕石業が山地に立地するから，公害の種類も発生する地域も天然

砂利の場合とちがってくる。砕石業の立地する場所には，おもな公害として

土地の崩壊やノ、ツノfや破砕機の騒音，粉塵，泥水の放流や捨土の流出などが

発生する。また砕石業は水源地帯の山地に位置するので治水，治山という山

地の保全上に悪影響が大きい。その結果，その川の水下の流域一帯に災害の

危険を与える。あるいは山地の輸送路が不十分な地方に大型トラァクがひん

ぱんに出入するので，山間地方の交通障害をひきおこすことが多L、。通商産

業省調査による天然砂利と砕石による公害を類型化すれば次のようになる。

( l ) 天然砂利による公害

（。） 水位低下による農業用水の取入困難 一27%

( b) 深据，乱掘による公共施設の損壊 ・22% 

( c) 深掘による堤防損壊ー・8% 

( d) 深掘による橋脚の浮き ... 5% 
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( e) 泥水放流による河川汚濁ー ・19% 

( f ) 深掘による井戸水の水位低下 ・11% 

( g) 道路損壊 … 5% 

( h ) 水田の冠水 … 3% 

合計 100% 

( 2) 砕石による公害

(a) 掘さくによる土地の崩壊 ・26% 

( b) ハッパによる飛石 一24%

( c) 破砕による騒音・・・...9% 

( d) 破砕による粉塵 ・3% 

( e) 泥水放流による河川｜の汚濁 … 18% 

( f ) 捨土の流出－ ・20% 

合計 100% 

砕石業が未発達の現段階において，そこから発生する公害は，その形態も

不明な点が多い。しかし砕石業の公害は工場がある付近だけに公害のおよぶ

範囲が限られないことが特色である。河川流域全体におよぶ公害の発生も考

慮しなければならない。砕石の公害は関東，東海，近畿などの地方に発生件

数が多いことも考えられる。それはこれらの地方に砕石業がもっとも発達す

るカミらである。

（千葉大学教授理学博士〉
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